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cdllcalional dfccl. FOl1rth. NPus/NGus arc川c1incdto kccp thcir parlllCrship in spilc 01" Ihc facl 

thal S0111C 01' thcm 日nddirficl1l¥y 10 mainlain sllIdcnls' 11l0livalion for aClivitics and Icarning 
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[ ， 1はじめに
2002'1' 7 H 29 LI中央教育務部会答rpr背少年のi.M:1活動 体験前切Jの推進方策完全について」以降，
生徒や学生をボランティ 7iï~î動に従"1' rさせるJことが，それぞれの学何? 校槌で制度的にW~ り組

まれるようになった。 初 qJ ~;教育 においては， I総合(1'，な学習のH守IIllJの滋入にwって，教室外活
rroJ ;¥:1'1'う体験学問が試行針tifiの中で続いている。大学等山等教行機i則においても， 2005'10 1 }'J 28日

中央教育'出版会答中 riJtが閏の日等教TFの将来像Jや， 2008'.1'- 12月 2~ 日中央教育若干談会答巾「学士

*J 関西間際太平 J(ansaIUniversity of Intcrnatiollal Sludi出
*2 ~\Vjt大学 Sciscn UniversilY 
* 3 刊11~xÀq: sukkyo Univcrsity 
*~ 飽1i-Aq，問際丈化学部 f'acultyof Intercul¥ural CommunICi¥lIon. Hyukoku University 
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部l桂教育の僻築に向けて]の中で.r産業界をはじめ実社会の人材需要は「独創性Jr即戦力Jr基

礎学力j等高度化 多様化の一途」をたと'っている半而.r学生の知識 能力の低下や多様化を招
いているのではないかJ(文部科学省 (2005))との懸念を表明し.r学生を本気で学ばせるととも
に句単位制度を実質化させる」ために.r学習の動機付けを図りつつ，双方向型の学習を展開する
ため，講義そのものを魅力ある ものにするとともに，体験活動を含む多様な教育方法を獄極的に取

り入れるJ(文部科学省 (2008))必嬰性を提唱している。一足早<rユニバーサル段階Jを迎えた
米医!の出等教育機関では.1968年にサーピλラーニングscrvicclearningという用語が初見される11。

198011:代までは，学生等若者の相会変革socialinnovation迎動の一端としての斑り上がりをみせる

が.1990年代からは，シチズンシップのレジオ、ス学習の実践，llit学など教室や構内で営まれる学習

がi!li1Jとのシナジー効果，退学率の低減を企図した一人ひとりの学生の「居場所jづくりといった観

点から.iEH~kllrricu l a r，準正員!tkocu r ri c ul arの境界を越えて成んに取り組i ま れている"。 かくして ，

学生の [学びJ へのモチベーンヨンビルデイング， あるいは社会が~ii古する人材像としての即戦力

性に応える人材育成の装置として，サービスラーニングが fユニバーサル段階」を迎えたお等教育

機関においても注目を集めることになる。

他方，そうした学生を受け入れることになったNPO!NGOは，大学や学生，教職只に対してどの

ようなJUJ待や不安，困惑を抱きながら，大学と「お付き合い」しているのであろうか。本稿では，

能者らが2010年 l月に笑飽Lた質問紙調査の結巣地、ら.NPO!NGOと大学との教育にI刻する述携に

ついて.NPO!NGOの↑I!~ からみたfj' 識を慨却したい。

[ 2 1調査実施の概要

澗~t也日 大学とNPO!NGOとの連携にl却する山l安

部l査l時J~J 2010年 l月20日 2月IO日

制査対象 函|務協力NGOセンデ ー(jANIC)がweb上で公rJtJしている rNGOダイレクト リー」に

拘載された非営利組織392団体 (2010年l月現在)

調査方法 質問紙を郵送配布郵送回収

調査内容巻末の調査票を参照

回収数等 有効な回収数は110.回収率は28.06%

[ 3 1調査結果の概要

( 1 )大学との連携関係

「れ団体では， 大学との

組織 ・団体としての迎携
第1表 大学との連携関係

j主数 割合

関係を持っていますか。」 有効回答 組織的な迎例凶係を持っている

という質問に回答したIU'I

団体のうち， 第 l表のよ

うに41団体およそ40%が

「組織的な迎1m関係を持っ
ているJ.63団体およそ

tfっていないが。間人的に安1J11する学生あり

持っていない

41 39.4% 

28 26.9% 

35 お7%

合計 則

一
6
一川

i∞0% 
桂回答

合計
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非営利組織における大学との教育述書4

60%が「持 っていない」と回答であった。

組織的な連携関係を持っていないながらも，学生が個人的に団体の活動に参加している団体が28

団体およそ27%となっていた。

(2)連携の概要

大学と組織的に述lj~Lて実施しているプログラムの詳細lを，最大3つまでの連携先について尋ね

たところ 3っとも回答のあったのがJJ団体 2つだけ回答のあったのが12団体，1つだけ回答の

あったのが13団体であった。したがって，大学と述探して実施されているのベ70件のプログラムに

ついて回答が得られた。この70刊をもとに 7項目にわたる連携関係の詳細を記述する。

1 )主な連携内容

第2表によれば， 70仰のうち25件およそ 3分の l強がインターンシップの受け入れであった。次

いで， 19何およそ4分の l白川、講師派遣であった。インターンシップという受け入れ形態が日本の

有効回谷

調該 当

4 
1'1 

有効回答

"1 該当
合計

有効回答

非該 当

合計

第2表主な連携内容

度数

講義 ("1:';;';則前側)

イ/ターンシップの受人

スタデイーツアーの提供

サ クルとの述挑

ヨ催事業への支援

合計

第3表連携の経緯

!正数

大学等の笠間

ft団体からの安部

その他

合計

第4表契約関係

度数

受委託IMI係

協定党首のみ

口頭 「静l'生協定」

その他

合計

19 

25 

11 

2 

13 

70 

69 

110 

ll8 

11 

15 

7'1 

69 

110 

6 

21 

3'1 

11 

72 

69 

110 

高等教育場面におけるサービスラーニング

;出合
の現況であるようだ。

27.1 % 2 )連携の経緯

35.7% 第3表によれば，48刊およそ 3分の2が

15.7% 大学:等への要訟による ものであった。大学

2.9% の教育目的にNPO!NGOが寄り添っている

18.6% 様子が見られる O しかしながら，ll何およ
100.0% 

そ15%と少ないながらも， [~[体からの要請

として述挑が成立した事例があった。述fJ5

の具体的目的が意識喚起や啓発なのか労働

カの碓{止なのかは如lれなし" NPO!NGOの

割合 活動の 部として，大学へのアプローチが

臼 9% あったことは興i味深い。
1!J.9% 

3 )受け入れ学生数
20.3% 

100.0% 
70f'[のプログラムのうち最少人数は 2名，

最大人数はのべ500人に及んだ。平均する

と57，7人であり，およそ60人程度になる。

4 )契約関係

大学生， NPO!NGO職貝なとの派遣，受
割合

け入れにあたっては，事故なとのリスク包
8.3% 

29.2% 
理の点からも，正式な契約関係を結ぶこと

47.2% 
が望ま Lいが，実際には，第4表のように，

15.3% 口約束程度で述書肋宝行われている場合か34

100.0% f'[ーとおよそ半数となっていた。

5 )事前事後学習の担当

教育プログラムとして効果を上げるため
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事前事後学習の担当

有効回答

割合

45.8% 

13.9% 

19.4% 

20.8% 

I∞0% 

33 

!o 

15 

72 

14 

度数

第5表

)..:. ~手 等

w団体
双方

実施していない

合計

には事前事後学習を実施することが望まし

く，第5表のように，約80%のプログラム

において実現されていた。専ら大学が行う

場合が33f'lと半数近かった。団体がJ)}.ら行

う場合が10f'iおよそ14%であったが，共同

して行う場合を含めると24f'lとほぼ3分の

lが， 司JliIj4JJ.j主の学習に関与していた。

割合

69 

110 

度数

評価第6表

6 )単位認定

39ftと過半数のプログラムにおいて単位

認定が行われていた。インターンシップと講

義の何数にほぼ一致するものと考えられる。 有効回答 16.9% 

110 

67.5% 

i∞.0% 

14.3% 

1.3% 

13 

52 

77 

69 

11 

とてもうまくいっている

うま くいっている

どちらと もいえない

うまくいっていない

合計

7)プロヴラムに対する評価

第6表のように，Iとてもうま くいって

いる」と 「う まくいっているjを加えると，

65件s割強のプログラムにおいて宵定的評
価が与えられていた。[うまくいっていな

い」というのは I刊にととまり， NPO/ 

NGO !l!ljから見た場合，慨ね良好に連jj~プログラムが尖施されている よう だ。

( 3 )大学との連携の目的

大学との組織的な述携を行う目的を問う設問では，第 11自のよう にな っ た。 第 11~1では ， 各項目

についての5附尺度の割合に加え，Iとてもそう思う」を 5点， Iそう思うJを4占， Iとちらとも

いえないJを3点，Iそう思わない」を 2占， I全くそう思わないJをl占とし，各尺度の度数にそ
れぞれを乗じたものの荊lを有効回答の度数で除した加重平均を表示Lている。なお，項目 lから B

「その他Jは3団体から回答を得た結県である。までは約65回体から，項目 9

日% 叩%20% 30~ゐ 40弘 50% 60γ。70%80~ゐ 90%100% 

1・~ (1)団体の使命の達成

(2)次世代への教育的効果

(3)資金調達先の確保 とてもそう思う

E二3そう思う

Eコどちらとも言え立し

- そう恩わ主い

全くそう恩わない

1・=豆主
建
主
工

(4 )人材の確保

(5)組織の硬直化の防止 ヨ
三二コ(6)広報活動の一環

(7)啓発活動の一環

(8)人的ネγ卜ワ ヲ強化

(9)その他

当コ=加重平均

E ヨ
=ニヨ

41 

5.0 4.5 

NPO/NGOの側からみた大学との組織的な連携を行う目的
よ繍柏割合，下術輸加盟平均

4.0 3.5 3.0 2.5 2.0 1.5 1.0 

第1図
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#1"由利組織における大学との教育述憎

これによれば， rとてもそう思うJrそう思うJの割合が最も多く， したがって平均値が最大なの
は「次世代への教育的効果J(百195.3%)であり ，最も少ないのは「資金制連先の確保J(計 12.3%)

である。

「資金制達先の雌保j以外の目的ほとんどが12定されており，大学との連携に関してはさまざま

な目的が設定され， WJ待がかけられている械子がうかがえる。

( 4 )大学との連携での函りこと

大学との組織的な辿JjEで悶雌なことを f-IfJう 設 11:]では ， 第 2 1~1のようになった。 第 2 図では，各項

目についての 51惜尺度の割合に加え，rとてもそう思うJを5点，rそう思うjを4点， rどちらと
もいえない」を 3占，rそう lg、わない」を2山， r全くそう思わない」を l占とし，各尺度の度数に
それぞれを来じたものの布lを布効回答の度数で除した加霊平均を表示している。

これによれば， rとてもそう思うJrそう思う」の山l合が比較的多いのは 「参加学生の意欲を維持
することJ(剖'10.6%)，r i't団体の担当スタ， 7のiit的不足J(剖33.8%)であり，比較的少ないのは
「担当教只との関係 しがらみJWI6.29o)である。

全体の回答傾向としては困難右:ことは比較的少なく， 1既ね，迎jj~に l到しては困難さを抱えていな

いことがうかがえる。その中でも特に「参加l学生の意欲を維持することJが多いことから，学ol三を

送り出す大学11111 も参加学生の動機や目的を適切に拠え， 中 11\]指滋なとーで学生のf!:~，止を継続させる日

制lみを検討すべきであろう o

伊ん 1001ら20%30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 1 0001ゐ

(1)幸加学生の意欲が低いこと

(2)害加学生の意欲を維持すること 図

(3)組織文化の遣い『一一[

(4 )資金面で負担になること Ir一「

(5)担当教員との関係・しがらみ

(6)大学等の意思決定の返さ・煩雑さ

(7)j!e団体の担当スタ，7の量的不足

(8)貴団体の担当スタッフの専門性の不E
d乞 i

1~ 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4~ 4.5 5.0 

とてもそう思う

仁二コ そう思う

Eコどちらとも言えない

-そう思わない

全くそう思わない

〈〉=加重平鈎

第2図 NPO/NGOの側からみた大学との組織的な連携で困っていること
上柵輸劃会，下備納加盟平均

( 5 )学生受け入れによる成果

学士tを受け入れたことによる成果をnnう設unでは，第3図のようになった。第3図では，各項目
についての 51:}j尺肢の告11合に加え， rとてもそう思うJを5.'~~， rそう思う」を 4点， rとちらとも
いえない」を 3.I~(. rそう思わないJを2占， r全くそう思わないjをl点と L，各尺度の度数にそ
れぞれを来じたものの利を有効回答の度数で除した加11fi平均を表示している。

これによれば， rとてもそう思うHそう思う」の告l合が比較的多いのは f市民教育に貢献できたj
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(言181.0%)，r人的 。相会的ヰァ トワークが広がったJ(刑60.9%)， 1- " 1 常利組前抗人材の育成にnmJ~で

きたJ(計60.9%)，r組織の前倒化につながったJ(H1'59.'1%)であり，比較的生ないのは「資金制達
先がj担えたJ(n-J-3.1 %に「資金制連iiiiがj目えたJWI'6.3%)， r会日数がjlfえたJ(例19.0%)，r無給の
人材を附保できたJ(剤28.'1%)である。

この設HUでは成扱と考えられる羽田と成扶につながらないと考えられる項目に二分されている。

成県と考えられる項目は， 学生の教育にかかわることと組織の質的な拡充である。定り出す大学側

は学生の教育的効栄を JVIí守しており ， 学生受け入れは大学からみて~W'i;~' に 1古来があると考えられる 。

また組織の長JVJにわたる活動からすれば，学生を受け入れることで活動の活性化が図られるこ とも

成果として考えられている。対して直接，あるいは短則的に団体に1主主つ人的金銭的資源の獲得に

ついてはほとんど成果が見られないようである。

(1)市民教育に貢献できた

(2)無給の人材在確保できた

(3)会員数が増えた

(4)資金調達先が増えた

(5)資金調達額が増えた

(6)組織の活性化につながった

(7)人的・社会的ネットワクが広がった

(8)非営利組織人材の育成に貢献できた

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100% 

L 

日 -
ヨ

1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 

とてもそう思う

仁コ そう思う

Eコ どちらとも言えない

・・圃 そう恩わない

全くそう恩わない

当〉 加重平均

第 3図 NPO/NGOの側からみた学生を受け入れたことによる成果
上倒輸割合，下機総加盟平均

( 6 )大学との連携にかんする職員配置

有給スタ /7 職nの人数を川う段11:]では，
第7表のようになった。本111111に回答したかl団

体のうち，有給λデγ7・験日がいる団体は'11

団体 (計64.1%)であるが，そのうち10名以下

の有給スタッ 7.1隙日の団体が30日1体 (46.9%)

であり ，多くの閉体が少ない有給スクッ 7 職

只で運営されている。 その中で，大学述持~-W U:

の有給スタァ 7 職只の人数を1mう設11r1では，

有給ステッ 7.JI，拡只がいる411'1:1体のうち，大学

迎:tmJJl従職J;lがいると答えた間体はわずかに3

Ij日体 (4.8%)である。

次に。他業務との大学連携妹務の有給スタッ

7 職只の人数をJI:Jう設1111では，~~ 8表のよう

になった。有品守スタ'}7 . J生n均九、る37匝11*が

JO 

第7表 NPO/NGOの有給スタ /7・職員の数

I且数 却iJft

11効回特 。人 23 35.9% 

J -10人 30 116.9% 

11人以 1:- J 1 17.2% 

合百l 64 l∞0% 

!恥巨l符 46 

合 持| 110 

第8表他業務との兼任のス宮ツ7・職員の数

l主数 割合

平ï~J問符 O人 27 42.2% 

l人 20 31.3% 

2人以卜 17 26.6% 

合言| 64 l∞日%

.l!!f， 1I!1答 46 

1t 日| 110 



訓営利組織における文学との教育迎jlu

大学述jj~時HiJの職貝がいると答えているが，その大三l'が10人以 Fで l 名の団体も 20団体あり ， 有給

λタッ 7 職只がいる団体の半数を占めている。 また，穴学迎jj~業務を有給のスタァ 7 職民が行

っていない聞骨も3白H本あった。

(7)大学との連携が業務にしめる重要度・ 優先度

大学との組織的な述jj~古宮使命 重!)2:}Jt 優先伎の制点から中心的な業務となっているかを!日lう設

!日lでは，第9表のようになった。本7!WlJに回答した66日l体のうち，ドl'心的業務jであると回答し

た団体は9間体(青1'13.6%)であり， r周辺的業務Jであると回答した団体は38団体 (;;"157.6%)で
ある。

大学との組織的な:ìl!W~がl時間的 人的な拘束訟の1脱出から中'L、白()な業務となっているかを1111うおt

I1nでは，tNIO表のようになった。本質問に回答いただいた65団体のうち f中心的業務」と回答し
た間体は 71~1体 (青110.8% ) であり， rmJ辺的業務jである と回答した団件、は37団体 (五1'56.9%)で
ある。ここから，大学との連携業務は多くのNPO/NGOにと っては周辺的業務であることが扱測さ

れる。

第9表 使命重要度・優先度の観点から

l主数 ι山川ム口

有効回答 もっと もlド心的な1%i務になっている 1.5% 

1j:I'L、nせな業務の lつになっている 8 12.1 % 

多業務と同IiIJOJ活動として収り組んでいる 19 28.8% 

どちらかといえば周辺的な柴，tである 23 34.8% 

周辺n甘業務である 15 22.7% 

合計 66 100.0% 

保回答 4'1 

fr 110 

第10表時間的・人的な拘束量の観点から

J正数 割合

有効回谷 もっとも'1'心的な業訪になっている 1.5% 

中心的な業務の lつになっている 6 9.2% 

多業務と同列の~íi!fiJJ と L て取り組lんでいる 21 32.3% 

どちらかといえば日liU的な業務である 24 36.9% 

周辺町J業務である 13 20.0% 

合計 65 100.0% 

;l~r， lul答 45 

品目』 110 

( 8 )受け入れ学生の態度特性変化

受け入れた学生がi!i"団体での活動を通して 2 どのような「学びjや成長，変化をj堅持}できたと考

えるかとの設問は，大学年Tが学生をNPO/NGOに送り出したi療に， NPO/NGO自身がとのような教

rHJJ裂を果たしうるかを自己分析的に回答したものであると考えられる。

11 



第4図では，各項目についての 51帯尺度の割合に加え， rとてもそう思 うjを5出， rそう思 う」
を4.9.， rどちらとも言えない」を 3点.rそう息わない」 を2点.r全くそう忠わない」を l点と
l，各尺Jll'の度数にそれぞれを乗じたものの荊lを有効回答の度数で除Lた加重平均を表示している。

これによれば， rとてもそう むうJ，rそう 思うjの制合が比較的多いのは， r多械な出会いを得た」
(討96.9%)，rw:しさを味わったJ(計93.8%)，r相会への理解が広がったJ(百1'86.2%)であり.比較
的少ないのは， r !~ft'iを自制lする力が身についた J (計23.4%に「会話が途切れなく なったJ(古1

31.3%)， r初士、liITi時の自己紹介がうまくなったJ(;1135.9%)である。比較的多いほうの羽目うち P
「多様なH.¥会いを得たJ，r楽しさを叫わった」 は，学生自身も，ボランテイ 7活動，サ ービスラー
ニンクーから待られた 「学び」や成長であると感じている項目である3)。他方，比較的低いほうの項

目は，社会的に適応 してい くために必要とされる技能である，いわゆるソーン ヤルスキルといわれ

るものである心。

12 

学生がNPO/NGOでの休験から得ているものは，社会への 「気づきJや大学での年111活動への動

。%10% 20也30百40%50叫 60%70% 80% 90% 1 0加。
(1)身近在地域への関心が広がった

(2)感謝される気持ちを昧わった

(3)多横'"出会いを得た

(4)楽しさを昧わった

(5)企画・調整能力が身についた

(6)社会への理解が広がった

(7)自信を身につけた

(8)自己表現能力が高まった

(9)キャリアビジヨノの形成に貢献した

(10)審加学生の社会的評価が高まった

(1 1 )問題解決能力が身についた

(12)人間関係をうまく持てるようになった

(13)会話が途切れなくなった

(14)人を助けることが上手に主った

(15)初対面時の自己紹介がうまくなった

(16)感情を自制する力が身についた

( 17)問題を発見する能力が高まった

(18)目4軍をうまく22定できるように主った

( 19)社会的弱者を理解する力が身についた

ユ:::J

孟函

日 仁

1¥  

、、

、私 • 

-・l

-・・圃

圃・

-、、
1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5 4.0 4.5 5.0 

- とてもそう思う 亡コ そう思う Eコ どちらとも言えない
- そう思わない 全くそう思わ主い 当〉 加重平均

第4図 NPO/NGOの側からみた学生の「学び」と成長
上慣給割合，下傾翰加量平均



JI，'e¥'利組織における大学との教育連携

機づけやきっかけであって，ボランティアゃあるいは広〈相会的に適応していくための行動様式を

身につける段階には到述していない，とのNPOINGOの見解が表れているものとみられる。

そこには，学生を送り山す大学等側のff:[zlと，学"1を受け入れるNPO/NGO側の意図とのII¥Jに思

惑の微妙なずれがあることを示峻していると考えられる。 すなわち . 大学~nJ!lIが学生を地域総1商社

会に送り出す意図は，教室での授業やキヘ・ンパス内では賠えない.'1日きた相会での経験を過した

「気つ'きJや 「動機づけj.主体性を得させることであり。tI会人としての説本的なWi去を含めた生

きた社会での行動機式を身につけさせることである。他方で.NPO/NG011111が学生を受け入れる意

図は./1; < .とりわけ次代を担う若者への啓発，啓裂であり 。ニ1ミ体I'I(Jなtl会参加，柏会変革へのコ
ミγ トメントへの「入仁iJである。ただし，救護外情動を行っている守生自身が，双方のこうした

思惑やその微妙なずれをとのむ'度認敵しているかは定かではない5)0 r多秘なI.B会いを得たj.r楽
Lさをl味わったj.r相会へのJ11!解が広がったJは.学"1とNPO/NGOの許制liが一致しているといえ

るが，これは，大学等が教育的意図として Jll っ たものではなく ， その.~~からみれば. r意図せき'る

学び」なのである。他方.r感情を自制する力が身についたj.r会問が途切れなくなったj.r初対
rr日時の自己紹介がうまくな っ たj は，大寺':~7:1J!1I が年Ci:を牧草f~外活動に誘う教n的諮図に合まれてい

ることが多い。とくに，専1"/教育を米1il1修の1止回生の助合には，この山が強制される。「ソーシャ

ルスキルを身につけさせてほしい」大学~!~; と . Iソーンヤルスヰルを身につけさせてから送り I.Bし

てほしいjNPO/NGOとのWJに，ずれがあることを示唆している。iE羽!で放室外活動を学生に秘す

場合には，学生の活動を企I曲段階から協働開発するなど.NPOINGO側に，大学等の教Tffl':JJ::f:図を

理解してもらう工夫が必裂であろう 。 ι~:~I を'豆け入れる NPO/NGOからは. r大学の先生は，忙し

い忙しいとおっしゃいますが。NPOだって忙しいんです。みんな忙しいんです。そのことを迎併

しでもう少しこちらを向いて，学生を送り 1-'-¥してください」というずI言をよく耳にする。このこと

を定量的に示すものであろう。

( 9 )大学との連携にたいする展望

大学との組織的な述iJ日をJ止大したいと考えるかとの設IHIでは，第111<のような結保となった。大

学との連携を[拡大したいJが15.7%，rどちらかと言えば拡大したい」が33.3%，r現状維持でよい」
が38.0%.rどちらかと言えば紘小したいJが0.9%，rその他Jが12.0%となっている。
なお，いずれの選択肢の場合も，具体的な理山を合わせて|日l答しているが.rどちらかと言えば
縮小したいjと選択した具体的思耐とし

ては.r学生では成栄が」二がらない。ス
デデイーツアーはリスクが大きいが大字

数民 学生ともにリスクに対する意識が

低く，病気や事故に対する危機意識が低

いjといったことカ吃'1;11られていた。

また「その他」と選択した団体の具体

的理11由としては.r司i"'-品主的なj土1mカZ可能

な分野があれば，辿iJtを検討したい」
「余裕がないjr個人的な糾で人材は敵保

第11表大学との組織的な連携を盤大したいと考えるか

!主数 制fT

有効問符 lJi大Lたい 17 15.7% 

どちらかと百えば拡j、Lたい 36 33.3% 

現状維持でよい ~ 1 :38.0% 

どちらかと言λぱ縮小したい 0.9% 

その他 13 12.0% 

什百| 108 IC旧O%

紙回作 2 

/gh ， 日| 110 
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する。組織的な連携の可能悩はない。Jml体の活動が終了するため，大学と述J持することができな
い。jといったこと挙11られていた。

(10)高等学校との連携の展望

東京都の都立高等学校が必修科目として「司王イJ:Jを2007年度から笑施していることを踏まえ6)

高等学校との連携についても回答を求めた。まず，迎拙の現状 実紡について聞いたと ころ，第12

表のような結果となった。「質問刊 と学校 教育委日会との聞に組織的な迎IJtがある」が15.4%。

「世間体と知り合いの教諭等との|削に倒人的な辿』闘があるJが33.7%，r組織的にも例人的にも連挑
はないJが51.0%となっている。

第12表 高等学絞との連携の現状・実績について

有効回答 坑!刑事とヴ校教官委J1会との聞に組織的な迎併がある

WI-I[fもと知り合いの教諭等との間IC側人的な述備がある

組織的にも例人的にも連jl¥はない

合計

4耳目l答

合言l

度数 訓fT

16 15.'1% 

35 33.7% 

53 51.0% 

1刷 l∞090
6 

110 

次に連携の展望についてIHJいたとこ

ろ，第13表のよう な紡裂となった。

「拡大したい」が10.8%rどちらかと
言えば拡大したいjが31.'1%，r現状
維持でよいJがlI6.1%，rその他Jが
11.8%となっている。「その他Jでは，

「総合学習等の受入れは尖総中Jr i'tを
高めるような連携をしたいJr迎m可
能な分野があれば，検討したいJr[λl 

第13表高等学絞との連携の展望について

l正数

有効回答 jJi:k Lたい 1I 

どち匂かと言え1;flJ1::kLたい 32 

i叫状維持でよい 47 

その他 12 

合m iω 

経回答 8 

合 百i 110 

割合

10.8% 

31.'1% 

46.1% 

11.8% 

l∞0% 

容によるJといった肯定的回答，r同校生は考えていないJr今後も迎jj付一る考えはないJr展望な
し」といった否定的問答.r必修として f悲fJ:Jは虫まない。Jr述拠を高等学校に依頼したことが
あったが，応答がなかった。Jといった回答が見られた。

[ 4)まとめに代;えて

本稿では，筆者らが20101['[ J'Iに災施した質問調〔湖査の結果から，NPO/NGOと大学との教育に

l到する連携について，NPO/NGOの側からみた意識をi既指した。おおむね。前向きなfi:向が看取さ

れたといえるが，し、く つかの間!組を示唆する結果も表11¥されている。

今後，さらに大学は，吋ーピスラーニングをはじめとした.経験教育を取り入れたf::;'日沼 教育プ

ログラムを「多用」することになると考一えられる。そうすれば，大学にと ってNPO/NGOは，デイ

プ口7ポリンーを達成するために欠くことができない教育パートナーであると定位する必要が出て

くる。他方で，NPOINGOにとって大学は。必要な人材を調達しあるいは育成すべき人材を発掃す

14 



JI，'&\'利組織における大半との教育迎J!~

るif:干在的市場であることには，今後ともに変わりはないであろう。お立いの思惑が一致しているか

どうかはともかく ，パー トナーンアプpartnershipとは 持続的な関係伯 rel<lLionshiplこよることが

前提となるη。 それに資する知見を提示すべ<.本fr~で紛介した訓:1i.結扶を深めたい。

〉主

J)ジヘコピー(1996=2∞7)0
2)コサリー，ワッツ (2∞7=2010)。
3)山111一隆 Jt. 1:必夫 (2ω9)。
4) ~ij池昭夫長ii(}JIIJJ II子 (2∞8) 。

5) もちろん . iE諌科目として学生に教室外柄削Jに取りキIlませる場イ?には 。 ンラパスへの記載や'l~ijiJ " i切な

どの機会に応じて.意凶を伝えている場合が多い。

6)司IJj(古11の都立学校における「悲イ1Jの民間!と，生徒，救n.JfuMH I : :告に 'j える )Î;~酔については. ，品川

~'{i . A: IIJifj~ 柴川和子古川秀夫大東口'i'. (2町19). )、点灯'1:.. ，!i川舟j、柴111利下 火JiJifj iま 'i;~

川桁 (2∞9).k点京生百川J'!i柴111卵子 山川尭j、 111111 険 (2010).k点fi!t.(20JQ)を参mlのこ
と。

7) ClaYlon C1. al. (2010)は。 relationshipとparlllcrshipが !j'. j開"futなことばとして多川されていること

を批判Lて 同怖の分析枠組に限ってとのことわりがあるものの.1刈川却を操門的に使い分ける試みを純

示している。
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